
令和 6 年度事業計画書  

令和 6 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日まで 

 

 公益財団法人あいである  

 

１．  事業実施の方針 

児童養護施設退所者への自立支援事業「実家便™」の利用施設は、前年の 119 から 122 へと増え、

新規支援のための申請施設数は前年の 76 から 90、新規支援への申請数は安定的に 200 名を超え

ており、支援事業の活用が進み、定着していることが伺える。  

施設による施設退所者に向けたアフターケアをサポートすることを目的に支援を行っており、各

施設とも実家便を送る際の住所確認の必要性から 2 回/年の連絡が必須であり、5 年に亘る支援

期間によって退所から年数を経て連絡が途絶えがちな退所者とも連絡を取り合う必要性も提供

していると言える。また、実家便に同封する手紙を用意してもらうことで、施設職員が退所者に

思いを馳せる機会にもなっており、施設と退所者をつなぐ架け橋の役割の一端を担っているとも

言える。施設退所を控えた子どもに実家便支援について説明し、施設退所後も見守ることを話す

機会を設けているなど、施設と施設退所者の信頼関係（つながり）作りに寄与していることも支

援施設からの報告書で確認している。支援を受けている施設退所者からは、食品などの支援とと

もに、同封されている手紙を喜ぶ報告も多く、物心両面でのサポートについて継続支援を期待す

る報告も多い。今期においても従来通りの新規受付を行い、協賛を募るなどして支援の充実を図

る。 

社会的養護児への支援事業「マネークリップ」は、お金の管理を教えるのが難しいという現場の

ニーズに沿い、職員を対象としたレクチャーの実施を推奨、実施している。 

講師を派遣するレクチャー方式によって各現場の事例共有、ニーズの発掘につながっており、丁

寧な対応、アフターフォローを心がけて実施していくことは変わらずに行う。さらに、レクチャ

ー内容を紹介する目的で制作した動画を施設訪問前の事前確認に活用していただくことを提案

し、レクチャー実施の充実を図っている。この動画は、施設訪問に制限がある場合などに対応す

べく制作したものであるが、職員へのレクチャー実施の動機づけ、レクチャー内容の確認として

も活用できること、また職員の担当変更の際の引継ぎ事項として伝える、新人研修の中で紹介す

ることなどの活用方法も提案している。経済活動の変化による決済方法の多様化や、成人年齢の

引き下げ、社会環境の変化に備えることなど、マネークリップレクチャーでのカバー領域を広げ

ることに期待する声は多いが、お金を使うことは社会とのコミュニケーションのひとつであると

いう考えのもと、生活費を自分で管理する、アクシデントに備えて貯えをするというマネークリ

ップレクチャーの基本を伝えることを第一に、レクチャーカードのバリエーションや成人年齢の

引き下げによって懸念されることについては、補足説明をするという進め方を基本としてマネー

クリップレクチャーは進行することとする。  

「おこづかいれんしゅう」レクチャーついて開発したツールを提示してマネークリップレクチャ

ーを行った施設でヒアリングを行ったところ、高校生向けにアルバイト代の管理について話をす

るためのツールとして「おこづかいれんしゅう」レクチャーを活用したい、低学年の子どもはも

ちろんのこと、福祉作業所に就労する場合など低収入の場合にも活用できるという話も伺ってお

り、マネークリップレクチャーの実施施設におこずかいれんしゅうレクチャーのツールも提供し、

お金を管理する体験を多くの施設入所者が受けられるよう支援を進める。 



これらとともに、ＨＰや広報紙、SNS を活用し支援事業の認知拡大に努める。  

公益財団法人  あいであるは、常に当財団の支援事業を健全かつ継続的に発展させ、不特定

多数の児童養護施設退所者及び社会的養護を必要とする子どもの自立支援に寄与し、児童ま

たは  青少年の健全な育成及び地域社会の健全な発展を目的とした公益性の確保と社会的信

頼性の向上に努めることを念頭に事業を行う。これら公益目的事業を効果的・効率的に実施

し、財団設立の目的を果たすとともに、財団の事業への理解を広く得られるよう実績を重ね

るべく以下に事業計画を策定した。  

 

 

２．  事業実施に関する事項  

1) 公益目的事業 (実施事業 ) 

事業名（定款第 4

条の事業名）  

事業内容  実施予定月  実施予定人数又

は場所  

事業費の予算  

1)  社会的養護施設

出身者への自立

支援に資する事

業  

児童養護施設を退所し

自活している者へ、生活

支援物資「実家便」を児

童養護施設を介して助

成する。  

６月、１２月 継続支援 580 人 

新規募集 220 人 

8,684,000 円 

2)  社会的養護児童

への自立支援に

資する事業  

社会的養護施設で生活

する児童及び同児童を

養育する職員に対し、自

立に向けたお金の管理

の方法学ぶレクチャー

を行う。  

４月～３月 ６団体 

 

352,000 円 

 

2) 収益事業  

        なし  

 

3) 資金調達及び設備投資の見込みに関する事項  

       なし  

 

以上  


